
令和６年度経営・技術強化支援事業（エキスパートバンク）実施要領 

 

岩手県商工会連合会 

 

１．目 的 

本事業は、小規模事業者又は創業を予定とする者（以下「事業者等」という。）が

必要とする専門的知識を有する者（以下「専門家」という。）を小規模事業者等（以

下「事業者等」という。）からの要請に応じて、直接又は個別相談会等集団指導の講

師として派遣し、具体的、実践的な事項について指導を行うことにより、近時の厳し

い経済環境を乗り切り、かつ事業者等の人材の確保、育成に資することを目的とする。 

 

２．実施体制 

本事業は、本会企業支援グループが担当する。 

 

３．事業の内容 

本事業の内容は、次のとおりとする。 

（１） 専門家の派遣 

事業者の指導依頼申請書（様式１）に応じて、適切と認められる専門家を選定

し、当該事業者等に派遣して必要としている技能等について、具体的かつ実践的

な指導を行うものとする。 

派遣回数については、１企業等について原則１テーマ１回とし、１回あたりの

指導時間は基本３時間以内、最大４時間までとする。 

    なお、複数回派遣を要する指導を行う際には、２回目以降に係る経費の３分の

１を事業者に負担させることとし、指導回数は３回までとする。 

但し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者等については、事業継

続に向けた課題解決や、ポストコロナ・ウィズコロナ等の社会環境の変化対応す

るための取組み等に対する指導にあっては、３回目まで負担を求めないこととす

る。 

（２）指導報告書の作成 

派遣された専門家は、指導終了後、速やかに指導報告書（様式４）を本会に提

出するものとする。 

（３）情報連絡会議の開催 

本会は、今後の指導に役立てるため、指導を行った専門家を中心に、その具体

的な指導内容及び指導上の問題点等に関して、専門家相互の意見交換の場として、

情報連絡会議を必要に応じて開催するものとする。 

（４）制度の普及 

本制度については、各種の広報誌、新聞等への掲載、ポスター、パンフレット



及びホームページ等を積極的に活用し、制度普及に努めるものとする。 

 

４．指導対象 

県連及び商工会が専門家を派遣して行う各種の技術・技能等（以下「技能等」とい

う。）の指導対象は、原則として、県連にあっては県内の商工会地域内、商工会にあって

は、当該地域内の事業者等とする。 

 

５．守秘義務 

本会及び商工会は、専門家に対し、指導上知り得た事業者等の個人情報及び企業秘

密を厳守するよう指導するものとする。 

 

６．専門家の登録 

専門家の登録は、別に定める「経営・技術強化支援事業（エキスパートバンク）に

係る専門家選定要領」に基づいて行うものとする。 

 

７．留意事項 

（１）今年度の経営・技術強化支援事業は、事業費に国庫補助金が充当されていないた

め、事業終了後、事業者等に対し５年間の売上高、売上総利益等の継続調査は行わ

ない。 

（２）過年度の経営・技術強化支援事業は、事業費に国庫補助金が充当されているため、

事業成果の測定を目的に事業終了後、事業者等に対し５年間の売上高、売上総利益

等の継続調査（別添報告様式）が引き続き行われる。該当する事業者等に対し、調

査の依頼があった場合は協力すること。 

   なお、成果目標は「相談者における売上増加の事業者の割合が８０％以上」とさ

れているため、成果目標達成に向けて指導後も事業者等に対して支援が必要となる。 

 

 

【令和６年度経営・技術強化支援事業運用基準】 

対  象  者 小規模事業者等 
新型コロナの影響を受けた 

小規模事業者等 

派  遣 回  数 
１回まで無料 

（２回目以降 1/3自己負担） 
３回まで無料 

事業実施期間 令和６年４月１日～令和７年２月末日まで 

 



【様 式 １】 

経営・技術強化支援事業（専門家派遣事業）指導依頼申請書 

（   年  月  日申請） 

 

       商工会（担当：      ） 

企 業 名 （法人・個人） 資 本 金 万円 

代 表 者 名 (役職名) 
当該地域で 

の営業年数 
年 

所 在 地 

 

TEL(     －     －     ) 

FAX(     －     －     ) 

業 種 
 

（主な取扱商品・製品・サービス等 ） 
⑥常用雇用者数 人 

決算状況 

①決算年月  令和  年  月 

②直近売上高                              円 

③売上総利益                              円 

④営業利益（個人の場合、青申・専従者控除前）              円 

⑤経常利益（個人の場合、所得金額）                   円 

指導を受けたい技術・技能等の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

※新型コロナウイルスの影響を受けている場合はその内容も併せて記載すること 

指導を受ける者の技術水準・技術力（能力） 

過去における技術・技能等の指導の有無 【 有 ・ 無 】 

 

ある場合はその内容 

指導希望日時等 

● 指導希望日時 

令和  年  月  日（ ）    時   分～  時   分 （     時間） 

● 相談指導場所 １ 相談事業所  ２ 商工会館  ３ その他（            ） 

● 希望するエキスパート  

※事業計画の策定等の相談の際は、３期分の決算書申告書を添付のこと。 

※必要に応じて、固定資産台帳の写し、借入明細書などをつけてください。 



【様 式 ２】 

令和  年  月  日 

 

(専門家) 様 

 

岩手県商工会連合会 

会 長  髙 橋  富 一 

    (公印省略) 

 

経営・技術強化支援事業（専門家派遣事業）に係る指導依頼について 

 

 

時下、益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。 

エキスパートバンク事業につきましては、平素より格別のご支援とご協力を

賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、この度、下記の企業から指導の依頼があり、内容を検討した結果、貴

殿にご指導をお願い申し上げます。 

記 

 

１ 企  業  名   

 

２ 所   在   地   

 

３ 指導依頼日時  令和  年  月  日（ ） 

  時  分～ 時  分 （  時間） 

 

４ 指導依頼内容  別紙申請書のとおり 

 

５ 謝 金 等  「経営・技術強化支援事業（専門家派遣事業）指導報告 

         書」が届き次第、謝金及び旅費を指定口座に振り込みます。 

 

６ そ の 他   本事業を効果的に推進するため、指導時間は４時間以 

内とされるようお願いいたします。 

 

７ 連 絡 先  〒020-0045 盛岡市盛岡駅西通一丁目３番８号 

            ＴＥＬ０１９―６２２－４１６５ 

            ＦＡＸ０１９―６５４－３３６３ 

               （担当：企業支援グループ ○○、○○） 



【様 式 ３】 

令和  年  月  日  

 

商工会長 殿 

 

岩手県商工会連合会 

会 長  髙 橋  富 一  

(公印省略) 

 

   経営・技術強化支援事業（専門家派遣事業）に係るエキスパート派遣に 

ついて 

 

過日依頼のありました標記指導について、下記により実施することといたし

ましたので、通知いたします。 

 

記 

 

１ 指 導 日 時  令和  年  月  日（ ）  時  分～ 

 

２ 指導対象事業所   

 

３ 指 導 場 所   

 

４ 指 導 内 容   

 

５ エキスパート名   

 

６ 連 絡 先  企業支援グループ （担当：○○、○○） 



【様 式 ４】 

経営・技術強化支援事業（専門家派遣事業）指導報告書 

 

担当専門家名：          

商工会名  

企 業 名 

（業 種） 

 

 

（            ） 

指導場所 

 

 

 

指導依頼申請日 年  月  日（  ） 

立 会 者 
 

 

支援担当者 

（商工会職員） 

 

 

指導日時 年  月  日（ ） 時  分～  時  分  計  時間 

技術・技能等の問題点 

 

指導した技術・技能等の内容 

年 月 日 主 な 指 導 内 容 備  考 

   

指 導 の 効 果 

 

 


